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序     文 

ウガンダ共和国は、教育セクター戦略計画（ESSP2004-2015）において、初等教育以降のポストプ

ライマリー教育における教員・指導員の能力強化の重要性を強調しています。 

ウガンダの商業・技術・職業訓練（BTVET）セクターでは、職業全般を包括する職業資格制度（UVQF）

の導入により、効果的な教育・訓練を行うための取り組みが進められており、UVQFの枠組みに準拠

した指導員が必要となっている一方、同国の指導員の多くは十分な資格や技術を有していない状況に

あります。 

我が国は、ナカワ職業訓練校（VTI）に対して、1997年から無償資金協力や技術協力を実施し、同

校は国内でも中核的な訓練校となりました。また、同校は前プロジェクト（ウガンダ職業訓練指導員

研修プロジェクト）で実施した指導員再訓練を通じて、国内や東アフリカ周辺国へ貢献可能なキャパ

シティを確立しています。このような背景から、ナカワ VTI を活用して、新しい資格制度のもとで

適切な教育・訓練を行うことができる指導員養成を目的としたプロジェクトが、2005 年にウガンダ

側より要請されました。 

JICAは 2006年 4月から 8月にかけて、共にウガンダの指導員養成にあたったドイツ技術協力公社

（GTZ） と合同で職業訓練指導員養成に関するニーズ調査やワークショップを実施し、ウガンダに

おける今後の指導員訓練の方向性について検討してきました（第一次事前評価調査）。2007年 1月に

は第二次事前評価調査団を派遣し、具体的な協力内容について協議を行いました。この結果、ウガン

ダ職業訓練指導員養成プロジェクトが 2007年 6月から 2010年 8月までの 3年 3カ月の計画で開始さ

れ、現在プロジェクト期間の約半分が経過しています。 

この報告書は、プロジェクト前半に実施された活動に関するレビューと今後のプロジェクトの展開

について取りまとめたものです。 

 本プロジェクトにご協力頂いた内外関係者の方々に深く感謝申し上げるとともに、引き続きプロジ

ェクトへの一層のご支援をお願いする次第です。 

 

平成 21年 5月 

 

独立行政法人国際協力機構 

人間開発部部長 

西脇 英隆 
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ナカワ職業訓練校 

（Nakawa Vocational Training Institute, NVTI）
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ナカワ VTI 管理棟 

ルゴゴ VTI 自動車科 

ナカワ VTI 電子科 



 

 

 

 

 

ジンジャ VTI 自動車科 

ジンジャ VTI 木工科 

ミニッツ署名 



略 語 表 

略語 正式名 日本語 

AfDB African Development Bank アフリカ開発銀行 

ATP Assessment Training Package 評価訓練パッケージ 

BTEB Business and Technical Examination Board 商業・技術試験委員会 

BTVET Business, Technical Vocational Education and Training 商業・技術・職業教育訓練 

CVTI Certificate in Vocational Training Instruction 職業訓練指導資格 

DACUM Developing a Curriculum カリキュラム開発 

DIT Directorate of Industrial Training 産業訓練局 

DTIM Diploma in Training Institution Management 訓練機関管理資格(ディプロマ) 

DVTI Diploma in Vocational Training Instruction 職業訓練指導資格(ディプロマ) 

ESSP Education Sector Strategic Plan 教育セクター戦略計画 

GTZ Deutsche Gesellschaft fur Technische Zusammenarbeit ドイツ技術協力公社 

ITC Industrial Training Council 産業訓練委員会 

MoES Ministry of Education and Sports 教育・スポーツ省 

MT Master Trainer マスタートレーナー 

OP Occupational Profile 職業プロファイル 

PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マトリ

ックス 

PEVOT Promotion of Employment-Oriented Vocational 

Training 

雇用指向型職業訓練促進 

PO Plan of Operation 活動計画 

RPL Recognition of Prior Learning 訓練開始前レベルチェック 

TIET Teacher and Instructor Education and Training 教員･指導員教育訓練局 

UNEB Uganda National Examination Board ウガンダ国家試験委員会 

UPE Universal Primary Education 初等教育無償化（政策） 

VTI Vocational Training Institute 職業訓練校 

UVQF Uganda Vocational Qualifications Framework ウガンダ職業資格制度 

 



中間レビュー調査結果要約表 

１．案件の概要 

国名：  ウガンダ共和国 案件名：職業訓練指導員養成プロジェクト 

分野： 産業・技術・教育職業訓練 援助形態：技術協力プロジェクト 

協力金額：2.9 億円 
所轄部署： 人間開発部  

相手国実施機関：ナカワ職業訓練校（NVTI）  

(R/D)： 2007 年 5 月 31 日 
日本側協力機関：厚生労働省、独立行政法人雇用・能力開

発機構 
協力期間： 

3 年 3 カ月 

（2007 年 6月～2010 年 8 月）

他の関連協力：ナカワ NVTI（1997～2004 年）、職業訓練指

導員研修プロジェクト（2004～2007 年） 

１－１ 協力の背景と概要 

ウガンダ共和国は、教育セクター戦略計画（ESSP 2004-2015）において、初等教育以降のポストプ

ライマリー教育における教員・指導員の能力強化の重要性を強調している。これは、1997 年に導入さ

れた初等教育無償化（UPE）政策のもとで、今後、初等教育の修了者が大幅に増加し、商業・技術・職

業教育訓練（BTVET）機関を含む、ポストプライマリー教育機関に進む生徒が増加することが予測され

るためである。 

しかしながらウガンダの BTVET セクターでは、指導員の多くが十分な資格や技術を有していない状

況にあるため、現在導入が進められているウガンダ職業資格制度（UVQF）の包括的枠組みのもと、新

しい指導員・管理者資格を導入し、適切な訓練により、指導員や管理者の能力向上を図り、BTVET セ

クター全体の質の向上を進めることが検討されている。 

近年の当該セクターにおいては、我が国がナカワ職業訓練校（VTI）に対して 1997 年から無償資金協

力や技術協力を実施し、同校は後期中等教育レベルの訓練校として、質の高い教育・訓練を実施する

組織能力を獲得している。このような状況のもと、ウガンダ政府はナカワ VTI を活用した指導員養成

への協力を我が国に要請してきた。 

１－２ 協力内容 

１－２－１ 上位目標 

ウガンダ国内の VTI が、知識・技術の両面において、より質の高い指導員、管理者を擁する。 

１－２－２ プロジェクト目標 

ナカワ VTI における指導員・管理者訓練システムの基盤が構築される。 

１－２－３ 成果 

成果 1：新たな資格制度のコンセプトが構築される。 

成果 2：指導員訓練サイクルが確立する。 

成果 3：管理者訓練サイクルが確立する。 

 

 



１－３ 投入 

1) 日本側 

1. 専門家派遣（40MM 程度） 

派遣分野：プロジェクトマネジメント／業務調整、資格制度整備、訓練計画・モニタリング等 

2. 供与機材 

ナカワ VTI に対し、自動車、電気・電子、金属加工の 3 分野の指導員訓練に必要な機材や教材

の作成・管理等に必要となる各科共通のパソコンやネットワーク関連機器 

3. 研修員受入 

受入分野：マスタートレーナー2養成（指導員訓練向け）計 8名 

マスタートレーナー養成（管理者向け）計 2名 

4. 現地活動費 

広報経費、ナカワ VTI 宿泊棟補修費用、訓練実習用消耗資材、等 

2) ウガンダ側 

1. 人材 

1-1. プロジェクトディレクター：教育･スポーツ省教員・指導員教育訓練局長（Commissioner of 

TIET, Ministry of Education and Sports） 

1-2. プロジェクトマネージャー：ナカワ職業訓練校校長（Principal of Nakawa VTI） 

1-3. プロジェクトカウンターパート 

副校長（Deputy Principals of Nakawa VTI） 

訓練管理者（Training Managers of Nakawa VTI） 

指導員‘Instructors of Nakawa VTI） 

2. プロジェクト運営費 

訓練実施経費、関連職員給与・手当、等 

3. 施設運営・管理 

日本人専門家執務室、訓練実施用ワークショップ・教室、等 

２．評価調査団員の概要 

総括 吉川 正宏 JICA 人間開発部高等・技術教育課課長 

職業訓練 古田 光則 雇用・能力開発機構企画部企画課課長補佐 

協力企画 安藤 朋 JICA 人間開発部高等・技術教育課 

調査者 

 

 

評価分析 永井 清志 株式会社コーエイ総合研究所 

調査期間 2009 年 2 月 11 日～2009 年 2 月 28 日 評価の種類：中間レビュー 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（１）プロジェクトの成果 

（成果 1）新たな資格制度のコンセプトが構築される。 

プロジェクトが提案する新資格のコンセプトペーパーが専門家の支援により作成され、教育･スポー

ツ省（MoES）の意向を確認するために提出されている。今後、ウガンダ側関係者の見解を受けて、UVQF

制度と整合性を持つ正式な資格制度として承認されることが必要である。 



（成果 2）指導員訓練サイクルが確立する。 

プロジェクトが実施する指導員訓練は実施中であり、サイクルが完了したものはまだ出ていない。

これまで本邦研修でのマスタートレーナー2（MT2）の訓練、ナカワ VTI での職業訓練指導資格（CVTI）

訓練が 1 サイクル終了しており、今後マスタートレーナー１（MT1）の訓練とナカワ VTI での CVTI 訓

練の応用訓練が終了した段階で、そのサイクルを評価し、必要であれば修正を行い、プロジェクト終

了までにその確立を達成する計画となっている。 

（成果 3）管理者訓練サイクルが確立する。 

プロジェクトが実施する管理者訓練は、現時点では本邦研修によるマスタートレーナー（MT）2 名の

訓練が終了しているのみであり、いまだ管理者訓練自体の実施に至っていない。今後、マスタートレ

ーナーをさらに 2 名本邦研修で養成し、管理者訓練の実施も行い、そのサイクルを評価し、必要であ

れば修正を行い、プロジェクト終了までにその確立を達成する計画となっている。 

 

（２）プロジェクト目標 

ナカワ VTI における指導員・管理者養成システムは、新資格制度のコンセプト作成、選定された 4

つの訓練分野の指導員訓練、職業訓練機関の管理者訓練のそれぞれに関係する活動を進めるなかで、

徐々にその基盤構築が進んでいる。訓練機材調達の遅れ等による影響についても、それに対応すべく

修正した活動計画（PO）に沿って進めることにより、プロジェクト目標の達成を大きく妨げることは

ないと予想される。 

また本プロジェクトに対するウガンダ側の MoES の理解と期待は高く、今次調査時点においては、プ

ロジェクト活動によって構築されるナカワVTIでの訓練システムがMoESに承認されることに障害はな

いものと考えられる。 

 

（３）上位目標 

現時点で上位目標の達成見込みを評価することは時期尚早であるが、プロジェクト目標が達成され

た上で、さらに上位目標が達成されるためには、現在のナカワ VTI のキャパシティを考慮すると、ナ

カワ VTI にて構築された訓練システムを他の VTI 等の訓練機関で展開することが必要である。現時点

ではアフリカ開発銀行（AfDB）プロジェクトの支援対象であるジンジャ VTI の活用が有望視されてお

り、これが実現すれば上位目標の達成の見込みは十分に高いと考えられる。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（１）妥当性 

ウガンダの訓練指導員の能力向上は、BTVET セクターで優先度の高い課題の一つであり、本プロジェ

クトで指導員訓練を UVQF 制度に沿って開発することは、同国の人的資源開発に大きく貢献するものと

考えられる。また、ナカワ VTI は、過去の我が国の支援の結果として施設設備面と人的資源面におい

て他の類似機関に比して高い訓練実施能力を持つ。よって、目標と手段ともに高い妥当性を持つと判

断できる。 

 

（２）有効性 



UVQF 制度は現在その導入が進められている過程にあり、プロジェクトで実施する指導員・管理者訓

練が同制度上で認定を受けるにはまだ時間はかかるが、UVQF が近い将来 BTVET セクターの基準となる

ことを考慮すれば、今から訓練をこれに対応させることは適切である。指標の見直しと活動に若干の

遅れがあったものの、プロジェクト設計の全体像に変更はなく、プロジェクトの有効性はプロジェク

ト開始当時と同様に適切である。 

 

（３）効率性 

専門家の派遣や訓練機材の調達といった投入に遅延が発生し、影響を受ける活動を遅らせる等スケ

ジュールの修正が行われた。また UVQF 制度で訓練が認定されるためには、評価訓練パッケージ（ATP）

の 3点セットである職業プロファイル（OP）、訓練モジュール・カリキュラム (Modular Curriculum)、

評価方法（Assessment Instrument）の整備が条件であり、カリキュラムのみにではなく OP と評価方

法の整備は、本初のプロジェクト活動には全く含まれてはいないが、これらの作成についても何らか

の支援が必要になる可能性もある。 

訓練の実施体制については、ナカワ VTI だけでは効率的な指導員訓練実施に限界があるため、プロ

ジェクトで確立される指導員訓練と管理者訓練を、AfDB支援で実施能力改善が期待されるジンジャVTI

に展開する方向で検討することが必要である。 

いくつかの課題はあるが、既存のリソースを十分に活用し、プロジェクトによる投入を最大限に活

かすように活動が展開されており、効率性はやや高いといえる。 

 

（４）インパクト 

上位目標達成の見込みの評価をすることは時期尚早である。上位目標で述べられている CVTI 訓練と

管理者訓練の量的（人数）達成は、ナカワ VTI 以外の職業訓練機関での実施やナカワ VTI での受講人

数増加の検討が必要である。将来的にインパクトを検証するためには、訓練を受けた指導員と管理者

のその後の動向を追跡調査することが必要である。 

上記を含め、課題はあるものの、他ドナー支援との連携によるインパクトも十分に有り得ると考え

られ、これが実現すればプロジェクトのインパクトは高いものになると予想される。 

 

（５）自立発展性 

プロジェクト活動半ばの時点で自立発展性を評価することは時期尚早ではあるが、訓練の公的な位

置づけを担う UVQF の早期の正規運用開始が望まれる。また財政的な自立発展性を保障するため、MoES

が CVTI 訓練を実施するための独自の予算を恒常的に確保することも必要である。 

一方で、ナカワ VTI への技術移転は、日々のプロジェクト活動において、着実に進んでいる。加え

て産業訓練局（DIT）が UVQF 運用主体として機能するようになれば、実施機関としての自立発展性は

十分に高いと思われる。 

以上のように、課題もあるが、これまでの活動の成果も見えてきており、総合的な自立発展性につ

いては、現時点では判断できない。 

 

 



３－３ 効果発現に対する貢献要因 

本プロジェクトでの効果発現に貢献している要因としては、次の点があげられる。 
・ 過去のナカワ VTI への支援の貢献もあり、カウンターパートと JICA 専門家との信頼関係が構築さ
れており、協働して効果的にプロジェクト活動に取り組んでいること。 

・ 同様に過去の支援の結果として、ナカワ VTI の施設設備面と人的資源面において訓練実施能力が高
いこと。 

 

３－４ 問題を惹起し得る阻害要因 

・ プロジェクトで実施する訓練の ATP の作成が必要であるが、カリキュラム開発（DACUM）手法を採
用しているため、OP や評価方法等を作成するにあたり、ワークショップを開催する必要がある。
プロジェクトがこれを企画運営すること、さらに MoES によるワークショップ費用の負担が必要で
ある。 

・ BTVET 法が法制度化されたものの、実施規則（regulation）の承認の時期がまだ明らかでなく、法
そのものが実効力を持たない。このため同法に基づいた UVQF の運用も、その時期と具体的な手続
きについて明確ではない。今後 BTVET 法と UVQF 制度の施行・運用に問題が発生した場合、プロジ
ェクトの受ける障害は非常に大きいと考えられる。 

・ プロジェクトが導入する訓練の実施機関がナカワ VTI のみに限られる場合、その実施回数と受講人
数に制限が生じる。特にプロジェクト完了後を見据えて、他の VTI での実施の可能性を追求するこ
とが必要で、これが困難な場合、プロジェクト活動の将来のインパクトも限られたものになってし
まうことが危惧される。 

 

３－５ 結論 

訓練機材の調達や短期専門家の派遣の遅れに対応するため、プロジェクトの PO が修正されてはいる

が、カウンターパートの協力と JICA 専門家の尽力により、プロジェクト活動は基本的に円滑に進めら

れている。今次調査の時点では、プロジェクトによって導入される新資格の認定手続きはいまだ準備

段階ではあるが、今後公式に認定されるものと考えてよい。新資格の MoES による正式な認定は、プロ

ジェクトの成否にかかわる本質的な課題であり、そのためには UVQF 制度の早期の運用に向けて、ウガ

ンダ側関係者のさらなる努力が求められる。 

 

３－６ 提言 

本プロジェクトによる効果発現のために、以下のとおり提言する。 

・ 自立発展性を保障するためには、今後 MoES による指導員・管理者訓練の費用の予算確保が必要で

ある。 

・ 新資格のウガンダにおける位置づけを確固なものにするためには、組織改変後の DIT による、UVQF

制度の早期の運用開始が必要である。 

・ プロジェクト終了後の新資格訓練制度の定着のためには、特に指導員訓練に従事する指導員養成訓

練の指導員資格（MT2）の付与の条件を検討し決定することが必要である。 

・ ドイツ技術協力公社（GTZ）や AfDB をはじめとした他の援助機関との情報共有や連携についても、

本プロジェクトの成果を効果的に活用していくためには重要である。 

・ 新資格のための訓練の期間については、ウガンダでの一般的な認識から 9カ月としているが、これ



は決して短い期間とはいえず、訓練受講生の所属する職業訓練機関等関係者への負担が大きいこと

も事実であるため、これに対する支援が必要である。 

・ 新たに導入される UVQF 制度においては、ATP の作成が義務づけられる予定であり、MoES がプロジ

ェクトで実施する訓練に関する ATP 作成のための予算を確保することが必要である。 

 

３－７ 教訓 

職業訓練分野の支援においては、当該国の正規の資格制度上における訓練資格の位置づけが重要と

なる。プロジェクト活動の検討の際には、訓練サイクル確立に関する活動に加えて、資格制度上との

整合性に関する働きかけを一つの活動項目として明示し、必要であればその担当専門家を配置するこ

とも検討する必要があると考えられる。 
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第１章 調査の概要 

 

１－１ 調査団派遣の経緯 

ウガンダ共和国は、教育セクター戦略計画（Education Sector Strategic Plan:ESSP2004-2015）におい

て、初等教育以降のポストプライマリー教育における教員・指導員の能力強化の重要性を強調してい

る。 

ウガンダの商業・技術・職業教育訓練（Business, Technical Vocational Education and Training:BTVET）

セクターでは、職業全般を包括する職業資格制度（Uganda Vocational Qualifications Framework: UVQF）

の導入により、効果的な教育・訓練を行うための取り組みが進められており、UVQFの枠組みに準拠

した指導員が必要となっている一方、同国の指導員の多くは十分な資格や技術を有していない状況で

ある。 

我が国は、ナカワ職業訓練校（Universal Primary Education: VTI）に対して、1997年から無償資金

協力や技術協力を実施し、同校は国内でも中核的な訓練校となった。また、同校は前プロジェクト（ウ

ガンダ職業訓練指導員研修プロジェクト）で実施した指導員再訓練を通じて、国内や東アフリカ周辺

国へ貢献可能なキャパシティを確立している。このような背景から、ナカワ VTI を活用して、新し

い資格制度の下で適切な教育・訓練を行うことができる指導員養成を目的としたプロジェクトが

2005年にウガンダ側より要請された。 

JICAは 2006年 4月から 8月にかけて、共にウガンダの指導員養成に協力予定のドイツ技術協力公

社（Deutsche Gesellschaft fur Technische Zusammenarbeit:GTZ）と合同で職業訓練指導員養成に関する

ニーズ調査やワークショップを実施し、ウガンダにおける今後の指導員訓練の方向性について検討を

進めた（第一次事前評価調査）。また、2007年 1月には第二次事前評価調査団を派遣し、具体的な協

力内容に関する協議を行った。以降、最終的なプロジェクトの実施やウガンダ側のプロジェクト実施

体制について再確認を行い、2007年 5月 31日に討議議事録の署名に至った。 

2007年 6月から 3年 3カ月の計画で開始され、プロジェクト期間の約半分が経過するところ、こ

れまでの実績や進捗を確認し、今後の活動計画について協議するため、中間レビュー調査団を派遣す

ることとした。 

 

１－２ 調査団派遣の目的 

（１）これまで実施した協力活動について本初計画に照らし、投入実績、活動実績、計画達成度を確

認し、問題点を整理する。 

（２）計画達成度を踏まえ、評価 5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観

点から、プロジェクトチーム、ウガンダ側関係機関と共に、プロジェクトの中間レビューを行

う。 

（３）プロジェクトの直面している課題や今後の活動計画についてプロジェクトチームやウガンダ
側関係機関と協議し、中長期的な提言を行う。 

（４）評価・協議結果を双方の合意事項としてミニッツに取りまとめる。 

 

１－３ 調査日程 

添付資料 1のとおり。 
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１－４ 調査団の構成 

吉川 正宏 団長 JICA人間開発部 高等・技術教育課 課長 

古田 光則 職業訓練 独立行政法人雇用・能力開発機構 企画部企画課 

課長補佐 

安藤 朋 協力企画 JICA人間開発部 高等・技術教育課 

永井 清志 評価分析 株式会社コーエイ総合研究所 

コンサルティング第 2部 課長 

 

１－５ 主要協議関係者・面談者一覧 

（１）ウガンダ側関係者 

組織 氏名 役職 

Mr. Francis X Lubanga Permanent Secretary 

Dr. Jane Egau Okou 

Assistant Commissioner, Department of 

Teacher and Instructor Education and 

Training 

Dr. J. G. Mbabazi 
Director, Directorate of Higher, Technical 

and Vocational Education and Training 

Eng. H. F. Okinyal 
Director, Directorate of Industrial 

Training (DIT) 

教育・スポーツ省（MoES） 

Mr. Godfrey A. Dhatemwa 
Commissioner, Department of Education 

Planning and Policy Analysis 

Mr. Musoke Matovu Principal 

Mr. Kiwanuka Mukumbi C. Deputy Principal (Administration) 

Mr. Muwanga F. Deputy Principal (Training) 

Mr. Oteka Albino Training Manager 

Mr. Omoo F. Head of Department, Electronics 

Ms. Asiimwe L. Head of Department, Electricity 

Mr. Mubiru D. Head of Department, Motor Vehicle 

Mr. Mafabi Peter Head of Department, Sheet Metal 

ナカワ職業訓練校（VTI） 

Mr. Mayanja F. Head of Department, Welding 

Mr. Gunter Schroter Chief Technical Advisor 

Mr. Detlef Betz Technical Advisor 

ドイツ技術協力公社・雇用向

け職 業訓練プ ログラム

（PEVOT） Mr. Israel Katongole Programme Expert 

Mr. John Omeke Procurement Specialist アフリカ開発銀行・教育プロ

ジ ェ ク ト 3 (AfDB 

Education III Project） 
Mr. Henry Mugerwa Monitoring and Evaluation Specialist 

チャンボゴ大学 Dr. Andrew Anthony Cula Academic Registrar  
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（２）日本側関係者 

組織 氏名 役職 

在ウガンダ日本国大使館 滋賀 正樹 参事官 

関 徹男 所長 JICAウガンダ事務所 

土井 ゆり子 職員 

牧野 丞 プロジェクトマネジメント／業務調

整） 

プロジェクト専門家 

梅本 清 資格整備支援／訓練管理／訓練計画

（管理者） 

 



－4－ 

第２章 評価調査の方法 

 

２－１ 評価調査の手法 

本プロジェクトの評価調査は、「JICA事業評価ガイドライン（改訂版）－プロジェクト評価の実

践的手法」（JICA企画調整部評価管理室編、2004年）に基づき、プロジェクトの実績や実施プロセ

スを取りまとめ、評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点から、評

価を行った。 

評価5項目の内容は下のとおり。 

 妥 当 性 ： プロジェクト目標や上位目標が相手国政府の開発政策、受益者のニーズ、我が国の

援助方針に合致しているかどうかを判断する。上位目標、プロジェクト目標、成果

（アウトプット）、投入の相互関連性に整合性があるかを判断する。 

 有 効 性 ：  成果やプロジェクト目標の現時点での達成状況、プロジェクト終了時での達成見込

み、そして成果の達成がプロジェクト目標の達成に貢献しているかどうかを判断す

る。 

 効 率 性 ： 投入の時期、質、量等により、成果にどのような影響を与えたか、投入は成果の達

成のために貢献しているか、投入に過不足はなかったかを判断する。 

 インパクト： プロジェクト実施によってもたらされる、より長期的、間接的効果や波及効果をみ

るものであり、プロジェクト計画時に予期された、あるいは予期されなかったプラ

スあるいはマイナスの波及効果を評価する。 

 自立発展性： 組織制度面、財政面、技術面から、協力終了後も当該国によってプロジェクトの成

果が継続して維持、発展する見込みがあるかどうかを判断する。 

 

２－２ 主な調査項目とデータ収集方法 

調査項目は、2007年5月に合意されたプロジェクト･デザイン・マトリックス（Project Design Matrix: 

PDM）のプロジェクト目標、成果に対応する各指標が主に選定された。 

データ収集方法として、関係者へのインタビュー調査、報告書等の資料分析を行った。インタビュ

ーは、カウンターパート、専門家を中心に行った。また、資料分析としてプロジェクト報告書等をも

とに、プロジェクトの実績を整理した。 
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第３章 プロジェクトを取り巻く環境 

 
３－１ MoESの組織改編 

 ウガンダにおいては、1998 年に行政改革の一環で職業訓練が教育のカテゴリーとして取り扱われ

ることとなり、労働社会福祉省から教育・スポーツ省（Ministry of Education and Sports:MoES）へ移

管されたが、指導員制度や職業訓練分野についての改革・改善については大きく進まずにいた。 

2002年に実施された BTVETセクター調査（BTVET Sector Study）が発端となり、この調査の結果、

BTVET改革が推進されてきた。MoESの組織改編はその改革の一環に相当する。 

2008年 7月に新商業･技術･職業教育訓練法（The Business, Technical, Vocational Education and Training 

ACT, 2008:New BTVET ACT）が法制化され、2008年 8月には新教育法（The Education Act (Pre-primary, 

Primary and Post-primary), 2008:New Education ACT）が法制化され、本格的な改革の動きが見られる。

しかしながら、各部署が具体的に何をすべきかという詳細については検討段階にあり、各関係者がそ

れぞれ協議しながら業務を進めている状況にある。なお、本初カウンターパート機関であった BTVET

局はなくなり、改編以降は教員・指導員教育訓練局（Department of Teacher and Instructor Education and 

Training: TIET）の傘下に置かれている。MoES組織図については添付資料 5を参照のこと。 

 
３－１－１ DITの機能 

UVQF事務局はなくなり、UVQF事務局の所掌業務は産業訓練局（Directorate of Industrial 

Training:DIT）に統合され、以下の機能を担っている。現在職員が不足しているということだったが、

今後職員増員による組織強化については、実際に予算や適切な人材が確保され、人件費と活動費が適

切に執行されるかを見守る必要がある。 

（１）To identify the needs of the labour market for occupational competencies that fall under the Uganda       

Vocational Qualification Framework (UVQF). 

（２）To regulate apprenticeship schemes. 

（３）To foster and promote entrepreneurial values and skills, as an integral part of the UVQF. 

（４）To secure adequate and sustainable financing for the efficient operations of the DIT. 

（５）To accredit training institutions or companies as UVQF assessment centers. 

（６）To determine the fees payable under BTVET ACT. 

（７）To develop, apply, expand and improve the purposeful application of Uganda Vocational 

Qualifications defined in the UVQF. 

（８）To assess and award Uganda Vocational Qualifications. 

（９）To promote on-the job training in industry for apprenticeship, traineeship and indenture training and      

for other training such as further skills training and upgrading. 

（１０）To prescribe the procedure for the making of training schemes. 

 

３－１－２ ITCの機能 

 添付資料 5の組織図には含まれないが、産業訓練委員会（Industrial Training Council: ITC）は BTVET 

ACTのなかで DITの政策立案機関と規定され、以下の機能を担っている。 

（１）To develop and recommend policies in respect of the DIT and its functions to the Minister. 
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（２）To approve fees determined by DIT under BTVET ACT. 

（３）To approve the budget and monitor budgetary performance in DIT. 

（４）To prescribe by statutory rules for the following matters- 

i. assessment and certification system. 

ii. accreditation and inspection of assessment centres. 

iii. promotion of competence based business technical vocational education training. 

iv. apprenticeship training. And- 

（５）To carry out any other matter related to business technical vocational education training. 

 

プロジェクト活動を通じて構築されている職業訓練指導資格（Certificate in Vocational Training 

Instruction: CVTI）、職業訓練指導ディプロマ（Diploma in Vocational Training Instruction: DVTI）、訓練

機関管理ディプロマ（Diploma in Training Institution Management: DTIM）は、3資格とも UVQFのフ

レームワークに基づいているため、今後、UVQF の事務局となる DIT（3-1-1 参照）の資格認定に果

たす役割は重要である。そのため、それに伴う政策立案機関である ITC の早期立ち上げが望まれる

が、組織は改編されたばかりで、業務スタッフの配置はこれからであるため、資格が認定されるかど

うか経緯に留意しておく必要がある。 

 
３－２ UVQFの状況 

UVQFは、BTVETセクター改革の一つとして、2003年から導入の検討がされた職業訓練に関する

資格制度である。よって、このプロジェクトの指導員資格や管理者の資格整備についても UVQFに

基づき資格整備をせざるを得ない状況であった。我が国の指導員免許にはランク付けはなく、一定の

条件を満たせば学歴に関係なく付与されるものであるが、UVQFでは資格と学歴を兼ねたものとなっ

ているため、指導員の資格にレベル付けがされることとなり、我が国の制度とは大きく異なるものと

なっている。 

プロジェクトがかかわる職業分野に関する資格試験の実施は、UVQFの枠組みの中で新たに設けら

れた商業･技術試験委員会（Business and Technical Examination Board: BTEB）に移行され、また、既存

のウガンダ国家試験委員会（Uganda National Examination Board: UNEB）等が実施している技術試験

（Technical Examination）は適宜段階的に廃止されることになっている。 

 

３－２－１ 主な取り組み 

職業別に評価訓練パッケージ（Assessment Training Package: ATP）を整備する。ATPは所定の作業

を経て整備されるが、以下 3つの成果品で構成される。プロジェクト活動内における進捗について

は後述 4-3を参照のこと。 

① 職業プロファイル（Occupational Profile:OP）の作成 

② 評価方法（Assessment Instrument）の開発 

③ 訓練モジュール・カリキュラム（Modular Curriculum）の作成 

 

３－２－２ プロジェクト活動に関する UVQFの進捗状況 

プロジェクトを開始した 2007年 6月時点で、「Instructor（指導員）」 と「Training Institution Manager

（訓練管理者）」の OPが完成していた。 
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通常、職業訓練指導員の資格には指導技法と共に技術の習得が必要とされるが、指導技法だけがプ

ロファイルされており、GTZ が指導技法だけの技能向上を目的とした指導員訓練計画を進めていた

ことから、技術に関するプロファイルを別途整備する必要があった。 
2007 年 11 月、CVTI の技術内容を確定することを目的に、カリキュラム開発（Developing a 

Curriculum: DACUM）手法に則ったワークショップ（Workshop）開催をプロジェクト支援のもとに実

施し、協力対象 4分野に関する OP（CVTI）が完成した。 

ただし、UVQF事務局には開発した OPを認証する権限が与えられておらず、責任の所在を明らか

にできないまま現在に至っている。 

 

３－３ 他ドナーの援助動向 

３－３－１ GTZ 

1998年までの GTZは、ルゴゴ VTIの職業訓練実施体制確立を目的としたプロジェクトを行うとと

もに、労働社会福祉省に職業訓練政策アドバイザーを派遣して、主に DIT の機能強化支援を行って

いた。職業訓練教育が教育・スポーツ省に移管された翌年の 1999年から、BTVETセクターにおいて

PEVOT プロジェクトを推進するとともに、職業訓練アドバイザーを派遣して政策支援を継続してお

り、現在最終フェーズ（第 4フェーズ）実施中である。ドイツ本国の方針に従い、支援を選択・集中

する方向にあり、ウガンダでは①水、②エネルギー、③金融の 3セクターが選定された。PEVOTの

最終フェーズが終了する 2011年に職業訓練分野への本格的な支援からは撤退する様子である。 

JICAのプロジェクト活動に直接かかわる GTZとの連携事項には、指導員養成と CVTI訓練への指

導員派遣の 2つが挙げられる。 

これまでに GTZが行った協力は以下のとおり。 

 指導技法（Pedagogy）に関する Curriculum Guideの作成 

 Pedagogy だけを内容とした指導員訓練を実施するためのマスタートレーナー（Master 

Trainer: MT）15人の養成を 2008年 2月までに完了している。 

 2008年 4月から 12週間（280時間）の訓練期間で、MTによる一般訓練を実施済み。この

際、MTは専門家の指導と助言を得つつ OJTで最終的に仕上げられたとのこと。 

 訓練修了者に与える資格や今後の訓練実施については、MoESが自ら検討するとのコメント

があり、今後の投入計画はないと思われる。 

 

３－３－２ AfDB 

 教育セクタープロジェクト IIIを実施中である。このプロジェクトは、すべて供与コンポーネント

となっている。中等教育と職業訓練で、施設整備改善、教員・指導員研修、カリキュラム開発の 3

分野での支援を実施しており、職業訓練ではジンジャ VTI とほか 2 つの技術専門校（Technical 

Institute）が施設整備支援の対象となっている。 

 ジンジャ VTI については、施設・施工管理コンサルタントが既に選定されており、建築工事の入

札等が開始されている。機材についても支援の予定があるが、現時点では MoES から要望機材リス

トが提出されている段階で、この精査が行われている。アフリカ開発銀行（African Development Bank: 

AfDB）では、将来的にナカワ VTIのように適切な訓練機材を有する訓練実施機関から機材について

の情報収集を行い、ジンジャ VTI に入れる機材の優先度を策定したいということであった。プロジ

ェクト終了後にはナカワ VTI以外の訓練施設での CVTI訓練実施を想定しているところ、これに合う
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ようなジンジャ VTI の設備改善がなされるよう、AfDB の動向を継続して確認しておく必要がある

（7-1提言を参照）。 

 

３－３－３ 世界銀行 

BTVETセクター支援を開始する計画があり、最初のコンポーネントである戦略計画（Strategic Plan）

策定を 1年あるいはそれ以下の期間で実施する方向にあるということであった。しかしながら、現時

点では BTVET関連部局との協調が見られず、計画局とだけ調整を進めている状態である。 

 ベルギーがこの世銀プロジェクトに資金拠出を行っており、世銀とベルギーが中心となって進めて

いるが、そこにこれまで職業訓練分野の中心ドナーであった GTZ と JICA が入って議論を開始した

ところである。今後策定される計画がウガンダの現状に合致したものであるか、JICA プロジェクト

の方針と合致するものかを今後注視する必要がある。 
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第４章 実績・成果と実施プロセスの調査結果 

 

４－１ 投入実績 

４－１－１ 日本側の投入 

（１）専門家 

プロジェクト開始から評価時点までの日本人専門家の投入実績は以下のとおり。 

 

指導分野 派遣専門家数 合計月数 

プロジェクトマネジメント／業務調整 1 21.0 

資格整備／本邦研修計画策定（管理者） 1 4.3 

本邦研修計画策定（自動車） 1 1.0 

本邦研修計画策定（金属加工） 1 1.0 

本邦研修計画策定（電気・電子） 1 1.0 

資格整備／訓練管理／訓練計画（管理者） 1 6.0 

訓練計画（電気・電子） 1 1.5 

訓練計画（自動車） 1 1.3 

訓練計画（金属加工） 1 1.0 

機械修理（金属加工）技術者 1 0.2 

合計 10 38.3 

 

（２）カウンターパート研修 

 プロジェクトは、10 人のカウンターパートに対して本邦研修（国別研修）を実施した。また、1

人が課題別研修「職業能力開発行政セミナー」に参加した。 

 本邦研修では、自動車、電子、電気、金属加工、管理者の 5分野でそれぞれ 2人ずつ、計 10人に

対しての研修が実施された。 

 

（３）供与機材 

プロジェクト開始時から評価時点までに日本側から投入された機材の金額は、主に訓練機材を中心

にして、第 1年次に 15,696千円、第 2年次に 19,953千円相当の供与がされている。 

 

（４）プロジェクト運営費 

我が国が支出したプロジェクト運営費用の投入総額は、プロジェクト開始時から第 1年次に 5,001

千円、第 2年次に 10,479千円がそれぞれ支出されている。 

 

４－１－２ ウガンダ側の投入 

（１）カウンターパート配置 

プロジェクトディレクターとプロジェクトマネージャーを含むナカワ VTI のスタッフがカウンタ

ーパートとして配置されている。 
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（２）施設設備 

プロジェクト専門家の活動に必要な事務所スペース等のリソースがナカワ VTI より提供されてい

る。 

 

（３）プロジェクト運営費 

光熱費や水道代等はウガンダ側によって負担されている。しかしながら、CVTIのATPのAssessment 

Instruments開発の予算が確保できていないことから ATPが未整備の状態となっており、CVTI訓練を

修了した指導員にはまだ資格が付与されていない。訓練が修了している CVTI の ATP 完成が優先さ

れるが、DVTIや DTIMについてもいずれ必要となるため、引き続きウガンダ側の予算確保が必要と

なる。 

 

４－２ 活動実績 

 本プロジェクトの活動は、一部に遅れがあるものの、PDM に照らして概ね計画通りに行われてい

る。なお、詳細は添付資料 3を参照のこと。 

（１）成果 1：新たな資格制度のコンセプトが構築される。 

新資格制度の構想については、プロジェクトが提案する新資格についてのコンセプトペーパーは既

に作成、提出され、それに基づいて新資格について協議が行われている。プロジェクト目標達成、自

立発展性の観点から、コンセプトを評価するだけでなく、実際に運用されるためには正式な承認が必

要であるため、引き続きMoES側の動きを把握する必要がある。 

 

（２）成果 2：指導員訓練サイクルが確立する。 

VTI 指導員訓練については、指導員訓練ニーズ調査の結果を検討し、MT2 訓練のためのカリキュ

ラム、CVTI訓練のための OPやカリキュラム、DVTI訓練のためのカリキュラムが作成されている。

DVTI訓練の OPについては、今後作成が必要である。 

MT2について、電子、電気、自動車、金属加工の 4訓練科目のMT2本邦研修対象にそれぞれ 2人

ずつ計 8人が選定され、5人（電子 2人、自動車 1人、金属加工 2人）が 2008年 1月～3月に、また

3人（電気 2人、自動車 1人）が 2008年 7月～10月に本邦にて研修を受けた。 

MT1訓練は未実施であるが、受講者を 2009年 4月に選定、第 1回MT1訓練を 2009年 7月からの

実施の予定である。 

第 1回 CVTIには 36人（電子、自動車、金属加工それぞれ 12人ずつ）、第 2回 CVTIには 40人（電

子、電気、自動車、金属加工それぞれ 10人ずつ）が選出された。第 1回 CVTI訓練では 36人中 33

人がナカワ VTIでの訓練を修了し応用訓練実施中、第 2回 CVTIでは 40人がナカワ VTIでの訓練を

2009年 1月より受講中である。 

なお、訓練開始前レベルチェック（Recognition of Prior Learning: RPL）については、その方針、方

法を変更し、訓練受講候補者を対象とするのではなく、訓練実施中に受講者のみを対象にし、主に診

断的評価を目的として行うことにした。 

 

（３）成果 3：管理者訓練サイクルが確立する。 

管理者訓練については、管理者訓練ニーズ調査の結果を検討し、管理者訓練のカリキュラムが作成
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されている。 

管理者訓練のMTとして、これまでに 2008年 9月から 11月に 2人に対して本邦研修を実施した。

他の 2人に対し、2009年に研修を実施する計画である。 

管理者訓練は未実施であるが、受講候補者を 2009年 4月に選定し、第 1回管理者訓練を 2009年 7

月から実施の予定である。 

 

４－３ 成果達成状況 

４－３－１ 成果 1「新たな資格制度のコンセプトが構築される」 

 プロジェクトが提案する新資格のコンセプトペーパーは、これまでのニーズ調査と訓練内容の検討

協議をもとにして、日本人専門家の支援により作成され、MoESの意向を確認すべく提出された。現

在、同ペーパーを MoES が検討している段階であり、コメントや要望等に付いて今後協議を進める

ことになる。新資格制度は、先に法制度化された BTVET法、またその下で運用される UVQF制度と

の整合性が重要であるため、BTVET法制度化に関連する実施規則（regulation）の内容、またそれら

を施行するMoESの組織改編後の組織の業務分掌について十分に情報収集を行い、MoESの理解を常

に確認しながら作業を進めることが必要である。 

また、本プロジェクトの目標を達成するためには、新資格のコンセプトが審査されるだけではなく、

自立発展性を保障するためにもプロジェクトが提案する資格制度の承認が必要であると考えられる。 

 

４－３－２ 成果 2「指導員訓練サイクルが確立する」 

 指導員の職業プロファイルは、訓練計画の作成、訓練の実施、訓練生の評価等、指導員として有す

べき一般的な「指導技法」（pedagogy）から構成されている。パイロットとして実施している各科の

専門技術（skills）の指導方法については、対象分野ごとに職業プロファイルが作成され、この 2 つ

のプロファイルを組み合わせて 1つの資格とするコンセプト案となっている。 

 

（１）CVTI資格 

①CVTI資格に関するコンセプト 

電気科を例として以下のとおり示す。 

 

【Certificate in Vocational Training Instruction (Electronics)】 

CVTI (Electronics) 

*Level 3: Master Craftsman   * Others: such as GTZ training 

   

Skills Pedagogy 

Electronics Technician - Level 3  Instructor 

(Training at NVTI, LVTI, JVTI)                                 (Training at NVTI, LVTI, JVTI and the others) 

 

②CVTIに関する ATP作成状況 

CVTIに関するATP作成状況については、UVQFタスクフォース会議でCVTI資格をLevel-3（Master 

Craftsman Level）とすることで合意しているものの、公認されたものではない。 
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CVTI (Level-3) 

 Skills Pedagogy Skills Pedagogy Skills Pedagogy

Title Occupational Profile 
Modular Curriculum 

(Guideline) 
Assessment Instrument

Electronics Technician (level-3) 
△ 

(JICA) 

△ 

(JICA) 
× 

Master Electrician (level-3) 
△ 

(JICA) 

△ 

(JICA) 
× 

Motor Vehicle Mechanic 

(level-3) 

△ 

(JICA) 

△ 

(JICA) 
× 

Metal Fabricator (level-3) 
△ 

(JICA) 

△ 

(JICA) 
× 

Instructor     

△ 

 

△ 

(GTZ) 

 

× 

○: developed, �: not approved, ×: not developed 

 

RPLを実施することで、各訓練コースの参加者が自身のレベルを確認することができ、訓練を提

供する側も訓練生の大まかな実力を把握できる。実際の試験で到達すべき最低限のレベル設定がされ

ており、そこに到達できなかった個所については適切な補講が必要となる。この RPLに使われてい

る手法は、独立行政法人雇用・能力開発機構の離職者訓練におけるシステム・ユニット訓練の評価手

法に近いものであり、モジュール訓練の評価手法として適切なシステムが構築されたが、今後、訓練

の回数を重ねるごとに改善の余地がある。 

 

③CVTIに関する今後の課題 

OPと、プロジェクトが開発したカリキュラムの認定、Assessment Instrumentsの開発が急がれる。 
 CVTI訓練に用いているカリキュラムの認証 

ATPの一つである”Guideline for modular training”は、GTZから派遣されたネパール人専門家

が開発支援を行い、Pedagogyに関する”Curriculum Guide”として作成されている。公式に承

認される前に、プロジェクトが実施する訓練と食い違いが生じないよう内容について関係機

関と協議している。 

Skills に関する”Guideline”はないが、プロジェクトが開発したカリキュラムの認証を得るた

め、TIETや DITに働きかけている。 

 Assessment Instrumentsの開発 
プロジェクト開始当初、資格整備支援の活動方針を決めるにあたって UVQF 事務局と協議

した結果、指導員・管理者の新資格については”Assessment Instruments”が整備されるまでの
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暫定的な評価方法を検討するとした回答を得ていたが、BTVET、UVQF 事務局共に UVQF

整備における事実上の権限がなく、権限の所在が明らかにならないまま MoES 改編を迎え

た。 

改編後、DITが資格の認定と付与を行うことが明らかになり、 ”Assessment Instruments”の迅

速な整備が重要となった。現在、CVTIの資格付与に関する手続きの検討を行っている。 
 

（２）DVTI資格 

①CVTI資格に係るコンセプト 

電気科を例として以下のとおり示す。 

 

【Diploma in Vocational Training Instruction (Electronics)】 

DVTI (Electronics) 

*Level 4: Diploma Level   * Others: such as GTZ training 

   

Skills Pedagogy 

Electronics Technician - Level 4  Instructor 

(Training at NVTI)                                                         (Training at NVTI and the others) 

 

②DVTIに関する ATP作成状況 

DVTIに関するATP作成についての具体的な協議は行われていないが、CVTI資格をLevel-3（Master 

Craftsman Level）と設定すると、DVTI資格はその 1つ上のレベルである Level-4（Diploma Level）

としなければならない。 

 

DVTI (Level-4) 

 Skills Pedagogy Skills Pedagogy Skills Pedagogy

Title Occupational Profile 
Modular Curriculum 

(Guideline) 

Assessment 

Instrument 

Electronics Technician (level-4) × 
△ 
(JICA) 

× 

Master Electrician (level-4) × 
△ 
(JICA) 

× 

Motor Vehicle Mechanic 

(level-4) 
× 

△ 
(JICA) 

× 

Metal Fabricator (level-4) × 
△ 
(JICA) 

× 

Instructor     

△ 

 

△ 

(GTZ) 

 

× 

○: developed, �: not approved, ×: not developed 
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③DVTIに関する今後の課題 

訓練を実施する 4分野の Skillsに関する Level-4の OPを作成する必要がある。プロジェクトが開

発した DVTIに関する カリキュラムの認定と Assessment Instrumentsの開発も急がれる。 

CVTIが UVQFにおいて Level-3であるのに対し、DVTIは Level-4となるため、各コースの Skills

における明確なレベル分けと項目出しの作業が必要となる。UVQFにおけるレベル分けは、雇用・能

力開発機構が開発した「生涯職業能力開発体系」で示される「仕事の種類」と「仕事のレベル」をマ

トリックス化したものに相当するものと考えられるため、今後の職種ごとのレベル分けをする上で参

考になるものである。 

 

４－３－３ 成果 3「管理者訓練サイクルが確立する」 

（１）DTIM資格に関するコンセプト 

管理者資格である DTIMの資格に関するコンセプトは以下のとおりとなっている。 

 

DTIM (Level-4) 

*Level 4: Diploma Level    

Training Institution Manager  

  

 

   

Management Skills Manager’s Role 

(Training at NVTI)                                                                       (Training at NVTI) 

 

（２）DTIMに関する ATP作成状況 

具体的な協議は実施されていないが、管理者の資格を Diploma-Levelとして計画を立てている。 

 

DTIM (Level-4) 

Title Occupational Profile
Modular Curriculum 

(Guideline) 

Assessment 

Instrument 

Training Institution 

Manager 
△ △ × 

○: developed, �: not approved, ×: not developed 

 

（３）DTIMに関する今後の課題 

OPとプロジェクトが開発した DTIMに関するカリキュラムの認定、Assessment Instrumentsの開発

が急務である。 

また、第 2回のMT養成の本邦研修が予定されているため、本邦での実施に向けた準備が必要とな

っている。 
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４－４ プロジェクト目標と上位目標の達成見込み 

４－４－１ プロジェクト目標達成の見込み 

プロジェクト目標「ナカワ職業訓練校における指導員・管理者訓練システムの基盤が構築される」 

修了した訓練がまだないため、訓練システムの構築度合いを評価することは時期尚早であるが、ナ

カワ VTI実施分の訓練に対しては受講した指導員の満足度が高く、MoESも現在実施している訓練シ

ステムを将来的には正式なものとして認証する方針である旨、確認された。応用訓練（所属している

訓練校に戻ってからの訓練）のあり方がまだ固まっていないため、今後どのような体制でフォローア

ップを実施し、訓練システムとして組み入れていくべきか細かく検討する必要がある。 

 

４－４－２ 上位目標達成の見込み 

上位目標「ウガンダ国内の職業訓練校が、知識・技術の両面において、より質の高い指導員、管理者

を擁する」 

UVQFの枠組み自体は BTVET法の下で正式なものとして認められているが、まだ具体的に運用で

きるレベルにはない。このような状況下に、指導員・管理者資格の正式認可を見据えて訓練を実施し

ているが、まだ訓練は修了していない。 

今後は引き続きプロジェクトで実施している訓練が最終的に CVTI、DVTI、DTIMとして正式に認

証されるように MoES に働きかけるとともに、将来的にナカワ VTI 以外で指導員訓練が実施できる

施設についても見込みを立てておく必要がある。 

 

４－５ 実施プロセス 

４－５－１ 活動状況 

プロジェクト活動のデザインには、新たな資格制度のコンセプトの構築、指導員・管理者の訓練サ

イクルの確立が含まれている。 

新たな資格制度のコンセプトについては、既に案が作成され、UVQFタスクフォースに対して提出

され、現在関係者からの意見を待っている状態である。 

指導員・管理者の訓練サイクルについては、実施スケジュールに変更が生じている。現段階では、

第 1回 CVTI訓練のナカワ VTIでの講義実習が終了し、第 2回 CVTI訓練が 2009年 1月より開始さ

れているが、CVTI の MT1 や管理者訓練の MT 養成訓練はまだ開始されてはおらず、現在次回の参

加者の受入準備を進めている。 

訓練サイクル自体は、提案された新資格制度のコンセプトに基づいてプロジェクト活動を進めるな

かで徐々に定着しつつある。しかしながら、現時点でプロジェクトが実施する訓練を修了した指導員

と管理者に対しての資格認定についての扱いが公的には明確にされておらず、実際の運用については

不明瞭な状況である。 

 

４－５－２ プロジェクト運営 

プロジェクト活動そのものはウガンダ側と日本側双方の関係者の良好な関係により、効率的に運営

されている。双方とも状況に応じて柔軟な対応を取るよう、十分な努力をしていると思われる。訓練

スケジュールの変更についても、さまざまな状況を勘案した上で最善の結果につながるよう柔軟に対

応している。 
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第５章 評価 5項目による評価結果 

 

 前述の「JICA 事業評価ガイドライン（改訂版）－プロジェクト評価の実践的手法」に基づき、実

績と実施プロセスの調査結果を精査・分析し、5項目別に評価を実施した。各評価結果概要は以下の

とおりである。調査項目ごとの詳細については添付資料 4を参照のこと。 

 

５－１ 妥当性 

（１）国家開発政策上の妥当性 

ウガンダは、2004 年から 2008 年までの期間を対象とした開発計画の貧困撲滅行動計画（PEAP: 

Poverty Eradication Action Plan）を実施してきた。2008年 6月でその実施期間を終え、現在その結果

のレビューの段階にあり、そのレビュー結果を受けて後継の国家開発計画（National Development 

Plan）を策定中である。前開発計画のタイトルでもある｢貧困削減｣はある程度達成されたことがレビ

ューから検証され、後継開発計画はさらに積極的に「国家開発」の方向性を打ち出すものになる予定

である。ウガンダの国家開発においても産業開発が重要であり、それを支える人的資源開発の中心と

なる職業訓練の優先度が高くなることはほぼ確実と考えられる。この状況下、本プロジェクトの国家

開発における位置もより重要になってくると思われる。 

我が国のウガンダに対する援助方針は、前述の新たな国家開発計画を支援することを意識して当該

計画が発布された後に策定されるとのことであり、職業訓練支援もその方針に沿うことになると考え

られる。 

 

（２）プロジェクトアプローチの妥当性 

ウガンダの公立 VTIも含めた職業訓練機関では、4,000人から 5,000人の指導員が訓練を実施して

いると考えられ、その多くは指導員としての能力が十分でないとされている。これに対応するために

は、カスケード方式でMTを養成し、指導員訓練を繰り返し実施する方法は妥当であると考えられる。 

 

（３）実施機関選定の妥当性 

ナカワ VTIには、1990年代より無償資金協力やプロジェクト方式技術協力による支援を行ってお

り、その結果として施設設備面と訓練運営にかかわる管理者・指導員といった人的資源面の双方で、

実施能力が強化されてきている。これを考慮すると、ナカワ VTI を本プロジェクトの指導員・管理

者訓練実施機関とすることが妥当であると考えられる。 

 

（４）ウガンダ社会の状況との妥当性 

ウガンダ社会は着実に近代化が進んでおり、これまでの農業優位の産業活動から徐々に製造業の発

展に移っている。この状況において、製造業に資する人材育成分野として、電子、電気、金属加工の

訓練科目をプロジェクトにて支援することは妥当であると考えられる。ウガンダにおける自動車社会

化も特に都市部では顕著であり、自動車整備のニーズは明らかに高いことから、その分野への支援も

妥当である。 
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（５）我が国の技術支援の妥当性 

我が国は、第 2次世界戦敗戦後、製造業の開発により工業国として発展してきた経験を有しており、

発展段階における産業発展に資する労働力供給のための人材育成にも多くの知見を有する。これを現

在のウガンダの開発支援に応用することは妥当と考えられる。 

以上のことから、ナカワ VTI の設備と人材を活用し、また本邦研修と機材供与によるさらなる強

化の上で、これを基盤とした指導員・管理者訓練を行うことは、ウガンダの優先度の高さも考慮する

と、妥当なプロジェクト設計であると考えられる。 

 

５－２ 有効性 

短期専門家の派遣と供与する訓練機材の調達の時期に遅れが生じており、それに合わせてスケジュ

ール等に変更が加わったが、プロジェクトの基本的な枠組みに変更はない。PDM の指標も現状に合

致した形で修正が加わった。 

UVQF制度の実際の運用は、その開始時期と具体的な方法が明確でない状況であり、プロジェクト

成果である訓練制度のUVQFにおける位置づけが目標達成の重要なポイントとなる。UVQF制度は、

現在その導入が進められている過程にあり、プロジェクトが提案、実施している訓練についても、そ

の資格制度上で正規の認定を受けるにはまだ時間がかかると見込まれるものの、現時点では大きな障

害は予想されてはいない。DITが本格的に機能し始めた段階で、資格認定についても状況が明らかに

なると考えられる。 

また GTZによる PEVOTプロジェクトが支援する指導法研修との整合性は、GTZ、MoESとの 3者

を交えたタスクフォースによって定期的に情報共有を行ったり、整合性について調整したりされてい

るため、プロジェクト活動はプロジェクト目標達成に有効であると考えられる。引き続き GTZとの

効率的な連携のため、タスクフォースの活動を続けることが求められる。 

以上のとおり、指標の設定や活動の時期等に変更があったものの、プロジェクト設計の全体像に変

更はなく、現時点でプロジェクトの有効性はプロジェクト開始当時と同様に認められる。 

 

５－３ 効率性 

専門家の派遣や訓練機材の調達といった投入に遅延が発生したため、その影響を受ける活動を遅ら

せる等のスケジュールの修正が行われた。CVTI訓練の期間が 9カ月と当初想定より長くなったこと

もあるため、プロジェクト期間中に実施できる訓練の回数が当初計画より少なくなり、同じくスケジ

ュールの修正に至った。 

そのほかには障害となる大きな要素は見られない。当初危惧された指導者訓練への応募者の定員割

れや訓練途中でのドロップアウトという問題は最小限にとどまっており、プロジェクトの成果に影響

はほとんどない。 

MT2 養成のための本邦研修は、電気、電子、自動車、金属加工の 4 分野や職業訓練機関管理者に

ついて、それぞれ 2人ずつに対して実施された。管理者養成については、今後前回とは異なる 2人に

対して別途研修実施予定である。 

ウガンダ側の主な投入としては、C/Pとなるナカワ VTIの指導員が含まれるが、現在実施している

CVTI 訓練はこれまでの通常業務に追加された形となるため、CVTI 訓練担当指導員の負担が大きく

なっている。指導員の追加雇用の検討も必要である。 

プロジェクト終了後の状況を考えた場合、ナカワ VTIだけでは効率的な指導員訓練実施にも限界が
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あり、上位目標の達成も困難になることから、プロジェクトで確立される指導員・管理者訓練を AfDB

支援によって施設設備と訓練機材が改善される予定のジンジャ VTI での実施展開を想定しており、

これが実行されれば職業訓練セクター全体での効率的な運営実施が可能となる。 

職業訓練セクター全体での効率性としては、ドナー間の活動の重複等を避けるよう、特に GTZ と

必要な連絡調整を行って、これまで効率的に活動を進めている。今後は、世銀やベルギー等他のドナ

ーの参入も予想されるため、引き続き情報収集と連絡調整が必要である。 

以上のように、既存のリソースを十分に活用し、プロジェクトによる投入を最大限に活かすような

活動が展開されており、効率性は比較的高いといえる。 

 

５－４ インパクト 

上位目標については、まず BTVET 法が施行され、その下で DIT による UVQF 資格制度の運用が

条件になってくるが、現時点でこれまでに達成した成果による上位目標へのインパクトを評価するこ

とは時期尚早である。プロジェクト目標にしても、CVTI等の訓練の完全な 1サイクルが終了してお

らず、そのインパクトを判断することは時期尚早である。将来的にこれらのインパクトを検証するた

めには、訓練を受けた指導員や管理者のその後の動向を追跡調査することが必要である。 

現時点での他ドナー支援へのインパクトはないが、今後 AfDB、世銀、ベルギー等の支援が予定さ

れており、本プロジェクトで開発した訓練システムを活用した支援が行われる可能性もある。プロジ

ェクト側からこれらドナー関係者に対して情報共有や連携への働きかけを行うことが大変重要であ

る。 

以上のとおり、プロジェクトのインパクトを評価するには時期尚早であるものの、他ドナー支援と

の連携によるインパクトもあり得ると考えられ、これが実現すれば本プロジェクトのインパクトはよ

り高いものになると予想される。 

 

５－５ 自立発展性 

（１）組織・制度面 

現時点で自立発展性を評価することは時期尚早であるが、訓練の公的な位置づけを担う UVQF の

早期の正規運用開始と CVTIの正式認証が重要である。現時点においては、少なくとも暫定的な資格

がプロジェクトによって実施された訓練の修了者に付与されると同時に、新資格制度の運用開始とプ

ロジェクトによる訓練の資格認定を急ぐよう、プロジェクトからも要請することが必要である。 

 

（２）財政面 

財政的な自立発展性を保障するためには、MoESが CVTI訓練を実施するための予算を恒常的に確

保する必要がある。主な支出費目は、訓練実習に使う材料等の消耗品、補助物品（訓練参加者の作業

用ユニフォーム等）、訓練指導員の宿泊経費や食費、機材維持管理費等が想定される。MoES の全体

の予算を取りまとめる部局への働きかけも可能な限り行うことが望ましい。 

 

（３）技術面 

ナカワ VTIへの技術移転は、日々のプロジェクト活動を通じて着実に進んでいる。しかしながら、

OPの作成や改定が必要なときには DITの関与が不可欠であり、DITの組織能力強化も必須である。 

訓練機材管理体制は、年次棚卸が制度として各訓練科目で実施されている等、現時点では十分整っ
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ていると思われる。訓練機材台帳も存在し、各訓練科が記録した上でマネジメントに提出している。

機材の修理や部品・消耗品の調達についても、所定の申請用紙にて訓練科からマネジメントに申請す

る制度が確立されている。 

 

（４）その他 

他ドナーの動きについては、世銀とベルギーの支援が開始されるとの情報がある。最初の段階で、

セクター開発戦略計画を策定するものと思われる。プロジェクトにて開発、導入した指導員養成制度

を、その戦略計画に取り込むよう働きかけることにより、その指導員訓練制度を活用しての効率的な

BTVETセクターの開発推進が実現される方向に進めることが望ましい。 

 

５－６ 結論 

 本プロジェクトは、訓練機材の調達や短期専門家の派遣に対応するため、プロジェクトの PO や

PDM に修正が加えられているが、カウンターパートとプロジェクト専門家の尽力により、活動は概

ね円滑に進められている。今次調査時点では、プロジェクトによって導入される新資格の認定はいま

だ準備段階ではあるが、今後公式に認定されるものと期待される。MoESによる新資格の正式認証は、

プロジェクトの成果達成にかかわる本質的な課題であり、そのためには UVQF 制度の本格運用の早

期実現にウガンダ側関係者の努力が求められる。 
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第６章 PDMと POの改訂 

 

 供与機材（本邦調達）の調達に時間がかかり現地への到着が遅れたことや、専門家派遣、カウンタ

ーパート研修といった投入のタイミングの遅れにより、各訓練を実施する時期が当初予定から後ろに

ずれ込み、その結果プロジェクト期間内に諸訓練を受けることのできる人数が漸減することとなった。

これについては、職業訓練アドバイザー長期専門家の追加投入（2009 年 8 月）により技術的な面を

手厚くカバーすることで協力の質を確保する努力を行った。また、上位目標の指標については、ナカ

ワ VTI以外での指導員訓練の実施について、特にルゴゴ VTIとジンジャ VTIが深く関連するが、前

者については施設が狭いこと等からその実施は困難が見込まれ、後者については今後、AfDBによる

建物や機材等の支援が実現すればその実施は可能であるが、現時点では同指標として想定するには不

確定要因が大きいと、ウガンダ側、日本側で協議の上判断した。従って、今次調査では、現状を確認

し現時点で確実な諸訓練の実施についてウガンダ側と、後記のとおりPOとPDMの見直しを行った。 

 

６－１ PO 

 訓練実施時期の見通し、管理者訓練MT養成研修の追加、応用訓練の追加に基づき、POに修正が

加えられた。詳細については添付資料のミニッツ VI（改定後 PO）を比較、参照のこと。 

 

（１）訓練実施時期の見直し 

 指導員訓練は我が国の機材の調達に時間がかかり、機材の納品時期に合わせて実施時期を変更する

ことになった（MT1が当初 2009年 1月のところ 2009年 7月）。管理者訓練についてはMT養成訓練

（2008年度の本邦研修）の実施のタイミングが遅れたことにより（当初 2008年 6-7月のところ 2008

年 9-10月）、カリキュラムの確定や教材作成等に必要な準備期間を確保することが当初実施時期では

困難となったため、訓練開始時期を遅らせた（当初 2009年 1月のところ 2009年 7月）。 

 

（２）管理者 MT養成（本邦研修） 

 前項のとおり、2008 年度に管理者訓練の MT 養成が本邦で実施されたが、内容の見直し・拡充を

行って追加で 2009年度にも実施することとしたため、POに新しく加えられた。 

 

（３）参加者の訓練修了後のパフォーマンス評価期間の追加 

 「ウガンダでは国家資格を付与するのに通常訓練期間が 9カ月以上必要である」という教育省関係

者の発言（明文化されてはいない）に基づき、暫定的に一律 9カ月間の訓練期間とし、プロジェクト

活動を進めている。そのため、ナカワ VTIでの訓練（CVTI：6カ月、MT1：6カ月、管理者：2カ月）

の後に、パフォーマンス評価としてそれぞれ 3カ月（CVTIとMT1）と 7カ月（管理者）を加えるこ

ととした。この評価期間は訓練の一部（現場での応用訓練）と位置づけられており、MTが参加者の

所属施設を巡回し、訓練修了後のパフォーマンスを調査し、合わせて習熟度に応じたフォローアップ

指導をしている。 

 

６－２ PDM 

 PO の修正により、CVTI 訓練、MT1 訓練、管理者訓練の成果の指標（数値目標）が修正された。
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これについては、職業訓練アドバイザー長期専門家の追加投入（2009 年 8 月）により、技術的な面

を手厚くカバーすることで協力の質を確保する努力を行った。上位目標については、前記の状況があ

りプロジェクト終了から 5年後の 2015年を想定し、再度精緻に数値（輩出される人数）を積み上げ、

指標を修正した。詳細については添付資料 2のミニッツ Annex IV（改訂前：PDM Ver.1）と Annex 

V（改訂後：PDM Ver.2）を比較、参照のこと。 

 

 Annex IV（改訂前：PDM Ver.1） Annex V（改訂後：PDM Ver.2）

上位目標（指標） ・ DVTI 資格を有する指導員が

2014年までに 60人。 

・ CVTI 資格を有する指導員が

2014年までに 500人。 

・ DTIM資格を有する管理者が

2014年までに 160人。 

・ DVTI 資格を有する指導員が

2015年までに 58人。 

・ CVTI 資格を有する指導員が

2015年までに 346人。 

・ DTIM資格を有する管理者が

2015年までに 72人。 

成果（指標） ・ CVTI訓練修了者が 85人。 

・ 管理者訓練修了者が 20人 

・ CVTI訓練修了者が 58人。 

・ 管理者訓練修了者が 12人。

 

 指標については、評価時点の実績と今後の各訓練の定員数を積み上げて算出した。その際、訓練開

始時の欠員や訓練途中のドロップアウトを想定し、定員の 80%を積み上げた。 

 プロジェクト終了後は、ナカワ VTI以外で CVTI訓練を実施することを想定しているが、今次調査

において当初実施機関として想定していたルゴゴ VTIとジンジャ VTIのうち、ジンジャ VTI（AfDB

支援により施設や機材が改善される計画がある）のみが将来的に CVTI訓練を実施できる可能性が高

いと判断された。そのため、ジンジャ VTIの 1施設のみで CVTI訓練を実施する想定で指標を算出し

た。 
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CVTI/Nakawa CVTI/other DVTI Manager

3 33

9 40

2010 3 12 15

73 0 12 15

58 0 10 12

2010 9 40

3 12 15

9 40 40

3 12 15

9 40 40

3 12 15

9 40 40

3 12 15

9 40 40

2015 3 12 15

273 160 72 90

218 128 58 72

346 ：PDM Ver.2で指標となる数値

End of Training (year/month)

80% of the maximum
（modified indicators
for PDM ver.2）

5 years after the
Project(2015.8.31)
maximum of full quota

80% of the maximum
（modified indicators
for PDM ver.2）

2009

2012

2013

2014

2011

End of the Project（2010.8.31)
maximum of full quota
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第７章 提言と教訓 

 

７－１ 提言 

（１）現職指導員と資格の関係 

当初、指導経験を持つ指導員に関しては、訓練開始前にレベルチェックを行い、訓練のカリキュラ

ムのうち不足している部分のみの履修で CVTIが与えられる構想が考えられた。レベルチェックの設

定方法には次の二とおりが考えられ、一つは学歴や仕事の経験で受講免除のモジュールを判定する方

法、もう一つは試験を実施して一定のレベルを達成したモジュールを受講免除する方法である。本プ

ロジェクトではいずれの方法でもなく、経験者が一律で一定期間にわたり所定の訓練を受ける仕組み

となったが、ウガンダをはじめとした開発途上国の場合、技術系の教育を受けたり、実務経験を積ん

だりしても技術レベルの向上が保証されないため、妥当な選択であったと考えられる。しかしながら、

今後は Diplomaや Degreeを所持している指導員については、CVTI訓練を受けずに DVTI訓練の受講

資格を与える制度設計等の検討も必要になると考えられる。 

 

（２）資格決定までの見通しとスケジュール 

当面の資格整備に関する作業としては、UVQFのシステムに則った DACUM手法によって、CVTI

訓練に関する Assessment Instrumentの開発が必要であるため、ウガンダ側に早期の予算確保を促した。

資格取得に要する訓練期間についても、「慣例で 9カ月は必要」ということで動いている状態で、最

終決定されていないため、早急に取り決める必要がある。 

 

（３）ナカワ VTIのリソースセンターとしての活用 

DVTI訓練は Diplomaレベルの資格であり、DTIが設定できる資格の最高レベルのものである。問

題となるのは、その講師のレベルとナカワ VTIの格付けである。Diploma資格を認定する以上は、少

なくとも短大以上の資格が必要と考えられ、今後のナカワ VTI 短大レベルへの昇格を検討する必要

が出る可能性もある。 

 

（４）指導員訓練に関するナカワ VTIの現状と課題 

訓練施設、資機材、指導員のレベル等を考慮すると、現時点で指導員訓練の実施が可能な施設はナ

カワ VTI に限られる。プロジェクトを通じ、機材の老朽化対策として補充が行われるが、現行の訓

練コースを考えると施設、設備、職員等の配置に余裕はない。今後、指導員訓練を定常的に実施する

ことになれば、予算を確保し、施設・設備の充実と優秀な職員の配置が必要である。また、ナカワ

VTIは、ウガンダ国内はもとより、東アフリカ地域の拠点校として施設管理・運営の見本となるべき

施設であるため、職業訓練校として理想的な管理体制を示せるような管理強化策を講じることが望ま

しい。 

 

（５）ナカワ VTI以外での訓練実施 

ナカワ VTI以外での指導員訓練の実施について、科の設定状況、施設スペース、機材の配備状況、

指導員体制等の観点から判断すると、ルゴゴ VTIについては、施設が狭いこと、資機材の管理状況

が悪いこと、寮がないこと等からその実施は現時点では困難と判断される。 
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一方ジンジャ VTIについては、十分な敷地があり、今後建物や機材等に関する AfDBの支援が計

画されており、これらの支援が順調に進めば、指導員の配置を調整することで早ければ 2年後には指

導員訓練の実施が可能であると思料される。 

民間の訓練機関は、機材の不足や老朽化が目立ち、指導員の確保も課題と思われ、ナイル VTI レ

ベルの施設であっても困難が予想される。 

 

（６）MT養成にあたっての留意事項 

対象 4科の指導員に対する本邦でのMT2訓練は、順調に実施され、各科 2人のMT2が養成された。

今後はMT2によりMT1の養成訓練が計画されており、現時点では準備も順調に進められている。管

理者のMT訓練については、本邦研修により 2人が養成されており、2009年内にさらに 2人の本邦

研修が実施される予定であるため、4人の管理者MTによる研修体制が整えられる計画である。 

しかしながら、今後、本邦研修をもとに組み上げられてきたMT訓練の将来の運用については、こ

れまでと同様に本邦研修を活用することは現実的ではないため、ウガンダ側として独立したMT訓練

の制度を確立する必要がある。今回の資格整備構築のコンセプトとして、その技能と知識レベルを設

定するにあたり、我が国の技能検定制度における各級のレベル設定が参考になると思われる。その

UVQFによる訓練内容については、「生涯職業能力開発体系」が参考になると考えられる。すなわち、

CVTIの資格に対応するものが我が国の技能検定における 2級レベルであり、DVTIに相当するもの

がその 1級レベルとなり、DTIMに相当するのがその特級に相当するように設計されれば合理的と考

えられる。 

今後、MT訓練をウガンダ国内で実施するには、ナカワ VTIの短大化あるいは工科系大学での研修

設定が必要になるため、それを避ける方法としては経験を積んだシニアのMTがMT養成訓練を担当

できる制度構築を勧めたい。 

MT2 と管理者 MT については、今後、我が国での研修を経て養成することは困難であるため、ウ

ガンダ側に DVTIと DTIMの経験者がMTになる仕組みを提案した。MTについては Higher Diploma

の構想が DITの Directorから出されたが、そのレベルの根拠説明と今後の養成について困難が予想さ

れるため、取り扱いには留意する必要がある。 

 

（７）職業訓練アドバイザーの配置 

供与機材の遅れ等から全体の計画上の活動のタイミングに遅延が生じたため、後半のプロジェクト

活動スケジュールは厳しくなっている。CVTIの実施及び評価、DVTIの実施及び評価、DTIMに係る

我が国での研修実施やウガンダでの訓練実施準備、実施、評価とその認定作業等の業務が集中するた

め、協力終了予定までの 15カ月については、長期専門家を配置し、現場であるナカワ VTIや関係機

関での業務を継続して行う必要性が高い。 

 

７－２ 教訓 

我が国の職業訓練制度では、設備が整った施設で指導員訓練が実施されることで、一定の実技レベ

ルが確保され、さらに指導の現場における OJT で基礎力を固め、応用的実力を身につけることが可

能である。一方、ウガンダをはじめとした開発途上国では、訓練設備の確保や OJT での技能習得が

困難であり、技術系の学校を修了しても実技の習得は不完全で、そのまま指導員として配属された場

合にほとんど実技が教えられない状況になる。現場の経験を経て指導員となった場合でも技術の内容
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が陳腐化しやすいため、今後は指導員のスキルアップ研修や指導技法研修の実施体制の充実も併せて

進める必要がある。 

以上から考えると、このプロジェクトにおいて設定された訓練は、実技を重要視した内容となって

おり、ウガンダの指導員が持つべき指導能力の基礎固めには非常に有効な制度であるとともに、開発

途上国における指導員の指導力レベルの向上に大変有効な取り組み例となり得る。 

開発途上国で問題になるのは総じて予算の継続的確保であり、今回の指導員研修に関する予算だけ

でなく、各指導員が所属している訓練施設に戻ってからも教える機材が極端に不足しているため、

2008年に施行された BTVET法にうたわれている訓練税（Training levy）の導入と施行がなされ、訓

練現場に最低限の予算が配分される制度を固める必要がある。このような状況で CVTI訓練について

の予算がウガンダ側によって確保されたことは高く評価できるが、訓練税の導入については見通しが

たっておらず、慢性的予算不足からの脱却は避けられそうにない。 

ウガンダでは、公的職業訓練とともに民間の職業訓練に対する取り組みも不十分であるため、今回

の指導員資格制度を民間にも普及させるとともに、民間指導員の育成にも助成金等の支援をすること

が望ましい。職業訓練全般にわたり国の援助が少ないため、本来公的部門が実施すべき訓練が政府以

外の支援によって民間部門で実施されているように見受けられる。 

パイロットとしての対象 4科の専門以外の指導員資格については、施設、機材の調達、資格制度の

確立等の課題があるが、このパイロットの成果を十分に活かして実施していけるものと期待できる。 
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